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平成21年度（平成22年3月31日現在）貸借対照表 

 (単位：百万円) 

科    目 金 額 科    目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 
保 険 契 約 準 備 金  
  支 払 備 金 
  責 任 準 備 金 
代 理 店 借 
再 保 険 借 
そ の 他 負 債 

未 払 法 人 税 等 
未 払 金 
未 払 費 用 
前 受 収 益 
預 り 金 
預 り 保 証 金 

  仮 受 金 
  そ の 他 の 負 債 

負債の部合計 

 
3,350,697

8,856
3,341,841

274
1,664
3,173
1,312
462
275
11
167
146
0

798
3,355,810

（ 資 産 の 部 ） 
現 金 及 び 預 貯 金 
    預 貯 金 
有 価 証 券 
  国 債 
  外 国 証 券 
  そ の 他 の 証 券 
貸 付 金 
  保 険 約 款 貸 付 
有 形 固 定 資 産 
  建 物 
  建 設 仮 勘 定 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 
 無 形 固 定 資 産 
   ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 の無 形 固 定資 産 
再 保 険 貸 
そ の 他 資 産 
未 収 金 
前 払 費 用 
未 収 収 益 
預 託 金 
仮 払 金 
そ の 他 の 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

87,684
87,684

2,858,396
81,220
9,727

2,767,448
567
567

1,019
371
13
634

2,648
2,646

1
481,340

4,434
2,752
295

6
1,378

1
0

20,100

（ 純 資 産 の 部 ） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
  資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 
  そ の 他 利 益 剰 余 金 
    繰 越 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 合 計 
 純資産の部合計 

56,750
56,750
56,750

△13,118
△13,118
△13,118
100,381
100,381

資産の部合計 3,456,192 負債及び純資産の部合計 3,456,192
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

平成21年度 

1.  有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動

平均法による償却原価法（定額法）によっております。 

 

2.  (1) 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

建物 

① 平成 19 年 3月 31 日以前に取得したもの        旧定率法によっております。 

② 平成 19 年 4月  1 日以降に取得したもの                定率法によっております。 

建物以外 

① 平成 19 年 3月 31 日以前に取得したもの        旧定率法によっております。 

② 平成 19 年 4月  1 日以降に取得したもの                定率法によっております。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額は 1,909 百万円であります。 

 

3.  無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法によっております。 

 

4.  (1) 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

  

(2) 外貨建資産の額は、36,695 百万円であります。（外貨額 366 百万米ドル、20 百万ユーロ） 

外貨建負債の額は、25,631 百万円であります。（外貨額 274 百万米ドル）  

 

5.  貸倒引当金は、全ての債権について資産の自己査定基準に則り査定した結果、全額回収可能と判断しましたので計上しておりま

せん。 

 

6.  リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

7.  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定

める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処

理しております。 

 

8.  責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しております。 

① 標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成 8年大蔵省告示第 48 号）。 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、保険業法施行規則第 69 条第 4 項第 2 号及び第 3 号の規定に定める方

式。 

変額個人年金保険における修正共同保険式再保険に係る再保険会社からの預り責任準備金は責任準備金に、再保険会社への出

再保険責任準備金移転額並びに再保険会社からの出再保険責任準備金調整額は再保険料として計上しております。積立利率変動

型個人年金保険における共同保険式の再保険契約については、ハートフォード・ライフ・インシュアランス・カンパニーと締結

しており、その責任準備金相当額は、再保険からの回収額として再保険貸並びに再保険収入に計上しております。また、保険業

法施行規則並びに金融庁告示等の一部改正における責任準備金の積立等に関して、変額個人年金保険においてハートフォード・

ライフ･アンド・アニュイティー・インシュアランス・カンパニーと共同保険式の再保険契約を締結しており、その責任準備金

相当額を責任準備金より控除しております。 

なお、一部の変額個人年金保険について最低死亡保証部分を出再対象として共同保険式の再保険契約を締結しており、その責

任準備金相当額を責任準備金として計上しております。 

責任準備金は、修正共同保険式再保険に係る預り責任準備金に対応する金額 1,758,089 百万円、及び共同保険式再保険に係る

責任準備金相当額 242,699 百万円を含んでおります。 

 

9.  保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、「一般勘定にかかる資産運用に関する

戦略目標」に基づき運用しております。この方針に基づき、具体的には国債に投資しております。 

一般勘定及び特別勘定の主な金融資産に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金 87,684 87,684 －

有価証券 2,858,396 2,858,396 △0

 売買目的有価証券 2,777,176 2,777,176 －

 満期保有目的の債券 81,220 81,220 △0

貸付金 567 567 －

 保険約款貸付 567 567 －
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(1)  現金及び預貯金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(2)  有価証券  

・市場価格のある有価証券は 3月末日の市場価格等によっております。 

・満期保有目的として保有する国債の償還予定額は、1年以内が 80,418 百万円、1年超 5年以内が 795 百万円であります。

・特別勘定で運用する売買目的有価証券に関して、当期の損益に含まれた評価差額は 404,570 百万円であります。 

 

   (3) 貸付金 

      保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び

金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

 

10.  保険業法第 118 条に規定する特別勘定資産の額は 2,839,907 百万円であります。なお、負債の額も同額であります。 

 

11.  再保険貸は、修正共同保険式再保険に係る再保険貸 59,095 百万円、及び共同保険式再保険に係る再保険貸 422,244 百万円であ

ります。なお、積立利率変動型個人年金保険に係る共同保険式再保険契約について、その責任準備金相当額は、再保険からの回収

額として再保険貸並びに再保険収入に計上しております。 

 

12.  保険業法施行規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という）の金

額は 199,552 百万円であります。 

 

13.  繰延税金資産の総額は 20,244 百万円、繰延税金負債の総額は 143 百万円であります。繰延税金資産発生の主な原因は、危険準

備金 19,322 百万円であります。当年度における法定実効税率は 36.2％であり、税効果適用後の法人税等の負担率は 37.1％であり

ます。 

 

14.  1 株当たりの純資産額は 88,442 円 3 銭であります。 

 

15.  保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負担見積額は 12,695 百万円

であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
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平成21年 4月 1日から 

平成21年度               損益計算書 

平成22年  3月 31日まで 

                     （単位：百万円） 

科  目 金   額 

経 常 収 益
保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
預 貯 金 利 息
有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金
貸 付 金 利 息
そ の 他 利 息 配 当 金

為 替 差 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益
年 金 特 約 取 扱 受 入 金
保 険 金 据 置 受 入 金
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
そ の 他 の 経 常 収 益

506,463 
113,588 
12,893 
100,694 
386,678 

67 
0 

66 
1 
0 

52 
386,559 
6,196 
5,430 

8 
590 
－ 
167 

経 常 費 用
保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
為 替 差 損
そ の 他 運 用 費 用
特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用
保 険 金 据 置 支 払 金
税 金
減 価 償 却 費
そ の 他 の 経 常 費 用

496,921 
293,548 
53,400 
18,735 
7,415 

88,152 
212 

125,632 
185,819 

－ 
185,819 

0 
0 
－ 
－ 
－ 

15,413 
2,139 

－ 
576 

1,535 
27 

経 常 利 益 9,542 
特 別 利 益
 固 定 資 産 等 処 分 益

0 
0 

特 別 損 失
固 定 資 産 等 処 分 損
そ の 他 特 別 損 失

2,504 
759 

1,744 
税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

7,039 
2,219 

396 
2,615 
4,423 
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注記事項 

（損益計算書関係） 

平成21年度 

 

1.  再保険収入には、修正共同保険式再保険に係る出再保険事業費受入 18,711 百万円、及び共同保険式再保険に係る責任準備金相

当額△15,961 百万円が含まれております。 

 

2.  再保険料には、修正共同保険式再保険に係る出再保険責任準備金移転額 7,510 百万円、及び出再保険責任準備金調整額 101,793

百万円、並びに共同保険式再保険に係る再保険料 16,328 百万円が含まれております。 

 

3.  責任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 138,965 百万円であります。 

 

4.  その他特別損失には、組織改編に伴う特別退職金 951 百万円、オフィスの使用面積を縮小し転貸契約を結んだことに伴う損失見

込額等 793 百万円が含まれております。 

 

5.  1 株当たりの当期純利益の金額は 3,897 円 47 銭であります。 

 

6.  関連当事者との取引 

                                         （単位：百万円） 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

再保険収入 2,933 再保険貸 243,872
親会社の子

会社 

ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ･ﾗ

ｲﾌ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝ

ｽ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ 

なし 

利率変動型

個人年金保

険における

共同式の 

再保険契約
再保険料 199 再保険借 287

再保険収入 9,766 再保険貸 178,145
親会社の子

会社 

ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ･ﾗ

ｲﾌ･ｱﾝﾄﾞ･ｱﾆ

ｭｲﾃｨｰ･ｲﾝｼｭ

ｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆ

ｰ 

なし 

最低保証に

係る共同式

の再保険契

約 再保険料 15,451 再保険借 1,123

親会社の子

会社 

ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ･ﾗ

ｲﾌ･ｱﾝﾄﾞ･ｱｸ

ｼﾃﾞﾝﾄ･ｲﾝｼｭ

ｱﾗﾝｽ･ｶﾝﾊﾟﾆ

ｰ 

なし 
業務委託契

約の締結 

業務委託費

等 
1,266 未払金 336

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

            1.再保険取引については、一般の取引条件と同様に設定しております。 

2.当社が委託する業務内容を勘案した上で、委託契約金額について協議の上決定しております。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


